
2020年5月  

Operations Practice

R&Dの生産性向上
こそが日本企業を 
次世代へ導く



Our team 

Alex Abdelnour  
Aaron Aboagye 
Venkat Atluri 
Aamer Baig 
Yeon Baik 
Matt Banholzer 
Dilip Bhattacharjee 
Kimberly Borden 
Ryan Brukardt 
Beltir Caglar-Dayanik 
Frank Coleman 
Mike Coxon 
Melissa Dalrymple 
Katya Defossez 
Joe Dertouzos 
Tina Drugon 
Jeremy Eaton 

Eric Egleston 
Kevin Goering 
Reed Haley 
Rob Huefner 
Mark Huntington 
Sarah Johnson 
Mithun Kamat 
Richard Kelly 
Kat Klasnic 
Stacy Kowsz 
Harsha Krishnamurthy 
Eric Lamarre 
Hugues Lavandier 
Yogesh Malik 
Inga Maurer 
Nick Mellors 
Stephen Moss 

Practice leaders 

Kevin Dehoff (Americas Aerospace and Defense), Asutosh Padhi (Global Advanced Industries), and  
Nick Santhanam (Americas Advanced Electronics)

Senthil Muthiah 
Subu Narayanan 
Christopher Paquette 
Mark Patel 
Greg Phalin 
Raman Ramanathan 
Satya Rao 
Charlotte Relyea 
Saloni Sahni 
Paolo Sandrone 
Christoph Schrey 
Rob Whitemen 
Bill Wiseman  
Andrew Wong 
Tilia Wong

R&Dの生産性向上こそが 
日本企業を次世代へ導く
 
2020年5月

著　者

アンドレ ロシャ 
小田原 浩 
クリストフ サンドラー 
一寸木 俊 
津田 拓也



今こそ求められるR&D の生産性向上
日本企業におけるR&D は、もはや必ずしも世界トッ
プクラスにあるとは言えない。日本の R&D 支出は依
然として高い水準にあるが、R&D の生産性ランキン
グ、特許取得件数ランキングともにグローバルにお
ける順位は低下している。

本稿では、日本企業の R&D における課題と、生産
性改善に向け取り組むべき5つのテーマを取り上げ
る。マッキンゼーの調査によれば、日本企業が世界
のベストプラクティスを取り入れることで、R&D の生
産性を30% 向上させることも十分に可能である。こ
のインパクトは、日本の産業界全体で年間約1～2兆
円( 約90～180億ドル ) におよぶコスト削減を産むだ
けでなく、リソースの基礎研究やイノベーション、新
商品開発への再配分による更なる成長にも繋げるこ
とができる。

過去の遺物にもう頼っては 
いけない
日本は、過去数十年にわたり、人々の生活を大きく
変える技術革新や商品を生み出す国として高い評価
を得てきた。しかし、世界は目まぐるしい勢いで変
化し続けている。デジタルやアナリティクス、ロボ
ティクス、3Dプリンティングなど、ただの流行語に
過ぎないと考えられていた技術が、今ではさまざま
な業界に破壊的な影響を与えている。

1	 https://www8.cao.go.jp/cstp/english/society5_0/index.html
2	 https://www.japan.go.jp/abenomics/_userdata/abenomics/pdf/170630_abenomics.pdf
3	 メガトレンド: (1)ビッグデータ、IoT、アドバンストアナリティクスを活用した商品開発、(2) 商品開発プロセス全体のデジタル化、(3) 商品開

発における新たな材料や生産方式の活用、(4)ソフトウェア開発での卓越性の追求、(5)R&D 拠点のグローバル化、(6)R&D 活動の透明性と
説明責任の確保

日本政府は、これらの破壊的技術から生み出される
機会を成長戦略の中核としており、人工知能 (AI) や
センサー、自動化などの技術を活用して、サイバー
空間 ( 仮想空間 )とフィジカル空間 ( 現実空間 )を高度
に融合させたシステムを構築することを目的とする

「ソサエティ5.0」を推進している1。政府の政策文書
では、「第4次産業革命の技術革新をあらゆる産業や
社会生活に取り入れる」ことにより、需要創出や投
資活性化につなげていきたいとしている2。

環境が目まぐるしく変化する現代においては、各業
界で日本企業が競争優位を確保するうえでかつては
有効であった手段は、必ずしも通用しない。R&D 幹
部を対象にマッキンゼーが実施したグローバルサー
ベイでは、商品開発に変化をもたらしている破壊的
技術3に対する備えが十分にできていると回答した日
本企業はわずか14%であった。また、マッキンゼー
によるインダストリー4.0技術に関する意識調査では、
特に製品化までの時間短縮、生産の柔軟性や組織
のアジリティ( 機敏性 ) の向上に関する新しい技術に
ついて、日本企業は他国企業に比べて懐疑的である
ことが明らかになった( 図表 1)。これらは、日本企業
の R&D 幹部がグローバルで起こっているメガトレン
ドを過小評価している可能性、ひいては対応におい
てライバルの後塵を拝するリスクを孕んでいることを
暗示している。

1 R&D の生産性向上こそが日本企業を次世代へ導く 
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投資回収ができていない日本企業
のR&D
日本の研究開発費総額の対 GDP比率はこの20年で
常に3%を超えており、世界最高水準にある4。しかし、
特許取得件数は毎年低下し続け、2000年比で25%
低下した ( 図表 2)。世界の特許取得件数における日
本の企業や研究機関の割合は、2000年には30%以

4	 https://data.worldbank.org/indicator/GB.XPD.RSDV.GD.ZS?locations=JP

上のシェアを占めていたが、今や10% にまで低下し
ている。業種別に見ると、日本は、半導体技術に関
する特許取得件数においては依然として世界をリー
ドしており、医療技術に関する特許取得件数の割合
もわずかながら増加している。一方、AV 技術やコン
ピューター、通信など、かつて勢いのあった分野で
は、中国などのライバル国に追い抜かれている。
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5つのオペレーション分野において、今後3年間でインダストリー4.0により
価値が20%超上昇すると予想した回答者の割合
%

日本の経営幹部は、他国の経営幹部に比べて、インダストリー4.0が生産性や
パフォーマンスを向上させる可能性に対して懐疑的

オペレーションの生産性
およびパフォーマンス

製品化までの時間

製品をカスタマイズする
柔軟性

市場の変化に適応する
組織のアジリティ(機敏性)
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資料: McKinsey Industry 4.0 Global Survey 2019

図表 1
日本の経営幹部は、他国の経営幹部に比べて、インダストリー4.0が生産性や
パフォーマンスを向上させる可能性に対して懐疑的
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図表 2
2000年と比べて、日本の年間特許出願件数は25%下落

2000~2018年の
変化

2000年と比べて、日本の年間特許出願件数は25%下落

1 年間の新規特許出願件数を、発明者の本国別の人数で割ることにより算出 
資料: World Intellectual Property Organization
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日本企業は、研究開発投資が技術革新に結びつき
にくい状況に陥っている。1996年以降、日本の全要
素生産性 ( 技術革新の指標 ) の伸び率は他国を下
回っている( 図表 3)。

日本銀行の調査によると、米国では、研究開発費へ
の支出が多い企業ほど全要素生産性の伸び率が高い
という関係性が見られる一方で、日本ではそのよう
な相関が見られないことが示唆されている( 図表4)5。

5	 https://www.boj.or.jp/en/research/wps_rev/wps_2018/data/wp18e10.pdf  P14

また、同行は、日本企業の研究開発が生産性の向
上につながっていない理由として、1) 企業内での研
究開発が旧製品の改善の粋を出ないものにとどまり、
革新的な製品開発が行われていないこと、2) 必ずし
も消費者ニーズをとらえた製品開発につながってい
ないこと、3) 他企業や大学との技術協力やオープン
ソース技術の利活用ではなく、自社内での技術開発
にこだわる企業が多いことなどが考えられるとして
いる。

図表 3
日本企業のR&Dへの多額の投資は技術革新に結びついていない
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日本企業のR&Dへの多額の投資は技術革新に結びついていない

1 全要素生産性(または多要素生産性)とは、労働や資本の投入量の増加による伸び率を差し引いた上での産出量の増加を測定し、技術進歩を評価する指標
資料: OECD、EIU

全要素生産性に対する研究開発への国内投資額の比率1
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日本のR&D組織が重点的に取り
組むべき5つのテーマ
マッキンゼーは、2019年に日本企業の CTO や R&D
リーダーを対象にサーベイを実施し6、R&D 組織のパ

6	 マッキンゼー独自のサーベイ。以下の業界から18社が参加 : 自動車 (7社 )、産業機械 (3社 )、エネルギー・素材 (2社 )、通信・テクノロジー 
(3社 )、医療 (2社 )、研究・学術機関 (1社 )

フォーマンスと関連性の高い要素を評価した。その
サーベイ結果を、日本人 CTOとの個別インタビュー
やコンサルティングプロジェクトによる知見と組み合
わせ、日本の R&D 組織が重点的に取り組むべき5つ
のテーマを特定した。

図表 4
日本企業のR&Dが直面している5つの課題 
%

日本企業のR&Dが直面している5つの課題
%

注: 本調査は、日本の大手企業18社のCTOおよび研究開発トップに対して実施(2019年5月)。調査結果は「分からない/該当しない」の回答を除外して正規化
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 「そう思う」または「非常にそう思う」
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1. �失敗に終わるデジタル・アナリティクス
改革

デジタル変革は世界中で行われているが、目に見え
る結果を出すことは極めて難しい。マッキンゼーの
調査では、世界の2,000人以上の経営幹部のうち、
85% 以上がデジタル改革はうまくいっていないと回
答している7。

別のサーベイでは、R&Dのデジタル化に向けて戦略
を策定していると回答した日本のR&D 幹部は45%に
過ぎなかった。インタビューでは、社内のレガシー
システムの存在や、新しいデジタルプロセスへの抵
抗感、意思決定に必要なデータの不足など、さまざ
まな課題が浮かび上がった。

2. �ヒエラルキーで進まないアジリティ
サーベイによれば、競合他社に先駆けて製品開発に
成功し新たな市場に参入していると答えた日本企業
はわずか23%で、アジャイル開発の導入に成功した
と回答した企業は30%を下回っていた。

アジャイル開発のアプローチはトヨタ式のリーン生産
方式をベースにしており、本来日本企業とは相性が
良い。しかし、柔軟かつ継続的に進化し続けるアジャ
イル開発のアプローチは、多くの日本の開発組織の
特徴であるヒエラルキーや、入念に計画を立ててか

7	 MGI, McKinsey Digital Global Survey

ら実行する企業文化には適していないことが考えら
れる。インタビューでは、ハードウェア要素が強いプ
ロジェクトにおいては、早い段階で仕様を固め、試
作から量産にスムーズに移行させる必要があること
から、アジャイルの手法を取り入れることは困難と
いったコメントが挙がっていた。

3. �世界のベストタレントは日本を選択 
しない

サーベイ回答者のうち、自社は有能なエンジニアを
採用・雇用できていると回答した割合はわずか28%
であった。また、外資系企業の回答者のうち、研究開
発拠点として日本を選んでいると答えた企業は24%
であった。

技術の変化も大きく影響している。日本では現時点
で IT 人材が24万人不足しており、2030年には60万
人近くまで拡大する見通しである。インタビューにお
いて、日本企業の R&D 担当幹部は、人事・採用戦
略を見直したにもかかわらず、ソフトウェアエンジニ
アリングやプロジェクトマネジメント分野での人材の
確保に苦心しているとコメントしている。

デジタルスキルを持つ人材に対する需要の増大も影
響している。ある経営幹部によると、有能な学生は
AI など今日注目されている分野に関心があり、機械
工学や電子工学を専門とする人材の確保が難しく
なっているとのことであった。

6R&D の生産性向上こそが日本企業を次世代へ導く 



その一方、日本は世界中の高い技術を持つ人材を
惹きつける魅力に乏しい。タレント獲得における各
国の魅力度を調査したサーベイでは、日本は OECD
加盟国中20位となっている。日本は、国を挙げて働
き方改革を進めているにもかかわらず、平均勤務時
間は OECD 加盟国の平均を大幅に上回っている。

4. �ファクトベースのポートフォリオ管理が
欠如

サーベイの回答者のうち、投資対効果を最大化する
ためにR&Dプロジェクトポートフォリオを管理してい
ると答えた回答者はわずか三分の一であった。その
理由として、ROIを評価するためのデータが不足して

いることを挙げる回答者がいる一方で、戦略上重要
なニッチ領域で商品・サービスを展開する必要性や
重要顧客からの要望への対応など、ROI以外の要素
が絡むため、意思決定は一筋縄ではいかないとする
回答者もいた。

さらには、多くの企業が利益の大半をごく一部の商
品から得ていることから、サーベイの回答者の中に
は、長期的な成長ではなく目先の業績を優先して
R&D 投資の判断が下されているとし、現時点で利益
をあげている部署や製品に集中的に投資し将来性の
ある部署や商品に十分投資しない姿勢への危機感を
示す人もいた。

図表 5
日本企業にとっての採用・育成に関する課題
日本企業にとっての採用・育成に関する課題

日本におけるIT人材の
不足数
万人

高度なスキルを有する
人材に対する魅力度
10段階評価

OECD諸国の中で
20位

職場でのコーチング環境に
満足しているIT人材の割合
%

月間労働時間
時間

83 78
41

日 本米 国 インド

10 9 8
2

スイス 米 国 日 本ノル
ウェー

240,000
590,000

2018 2030

165 156

日 本 OECD
諸国平均
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また、回答者の三分の二が、現在進行中の R&Dプ
ロジェクトのパフォーマンスをトラッキングする仕組
みが整っていないと回答している。効果的な KPIを
設定するなど、プロジェクトのパフォーマンスを測定
するための仕組みを整備しない限り、工期延長や予
算超過のリスクは高まり、リターンはさらに少なく
なってしまう。さらには、大規模な投資決定は社内
承認を得やすい一方で、不採算プロジェクトからの
撤退は滅多に了承を得られないと答えた幹部もいた。

5. �自前主義脱却は始まっているが、 
スピードが不十分

圧倒的多数の企業にとって、新たなアイデアの創出
や商品化を実現するイノベーションは、R&D におけ
る大きな目標である。しかし、サーベイの回答企業
の多くは、この領域における自社のR&D 組織の能力
について悲観的な見解を示しており、画期的な新商
品を十分生み出せていると答えた幹部はわずか30%
であった。

「自前主義」でイノベーションを起こす時代は過去の
ものである。今日のイノベーションのほとんどは、研
究機関やスタートアップ、技術コンサルタントなど、
さまざまなステークホルダーとの協働によって生まれ
ている。トップ企業は、これらのステークホルダーと
のネットワーク作りに力を注いでおり、成長に欠か
せないものとして捉えている。

新たな時代の潮流と適用の必要性は日本企業も強く
認識しており、約半数のサーベイ回答者がイノベー
ションエコシステムの構築と活用を検討していると回

答した。インタビューでは、適切な協業先を見つけ
ることが難しく、パートナーシップ締結までたどり着
けないとする声が聞かれたほか、イスラエルやシリ
コンバレーなどイノベーションの中心地にラボを構
えたばかりで、ネットワークを活かして商品を生み出
す段階には至っていないとする声もあった。また、協
業先候補を評価し必要な契約手続きを進めるために
手間や時間がかかるため、協業を進めにくいという
声も聞かれた。

進むべき路
1. �デジタルとアナリティクスを活用した

R&D の業務改革
R&D 組織は、デジタルを活用した新しいアプローチ
を取り入れることで、さまざまな課題に対応できる。
高度なシミュレーションシステムやジェネレーティブ
デザインのアルゴリズムなどのデジタルツールによ
り、効果的かつ効率的にR&D 業務を推進できるよう
になる。デジタル通信技術により、チームや部門、協
業先との情報共有が可能となる。また、デジタルや
アナリティクスを強化することで、ポートフォリオを
最適化し適切なリソース配分ができるようになる。 
加えて、生産性向上や商品化までの期間短縮を阻む
要因を特定・解決するうえで不可欠となる各種デー
タを整備することにも繋がる。

某自動車メーカーでは、開発工期の最適化に向けて
アドバンストアナリティクスを導入したことで、R&Dの
各種活動と生産性との相関を初めて可視化すること
ができた。同社はまず、プロジェクト計画書、タイム

240,000
日本におけるIT人材の不足数
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シート、CAD、Eメールやカレンダーなどを含むデー
タレイクを構築した。次に、開発工期の最適化に向
けたさまざまな仮説を検証し、仮説の効果を定量化
するための分析モデルを構築した。その結果、開発
工期が約100日短縮された。例えば、車の各パーツ
の CADデザインを含むデジタルファイルが、ステー
ジゲートを通過して仕様が固まった後に頻繁に変更
されていたことが工期遅延の主要因となっていたこ
とが判明した。また、メールの分析を通じて、各エ
ンジニア間でのコミュニケーションにおける課題が
特定された。

日本企業はどのようにすればデジタル・アナリティク
ス変革を進めることができるのだろうか。そのため
には、いわゆる基本的な「型」といえる、「課題解
決に繋がるデジタルユースケースの特定」「組織全
体でのビジョン策定」「最先端のテクノロジープラッ
トフォームの導入」などを忠実に実行することがまず
必要となる。しかし、日本企業にとってよりインパク
トが大きいテーマは、「自前」でデジタル人材を育
成することであると考えられる。

デジタル化改革の実現には、アナリティクスやソフト
ウェア開発、ユーザーエクスペリエンスデザインなど
の新たな能力を構築する必要がある。また、高速
データ処理を担うデータエンジニアや、分析手法や
アルゴリズムの開発とデータからの洞察導出を担う
データサイエンティストも必要となる。そして、経営
陣、開発チーム、データサイエンティストといった多
様性の高いチームの橋渡しを行う「トランスレー
ター」も重要となる。トランスレーターは、ビジネ
ス課題を分析課題に落とし込み、専門知識を活用し
てデジタルソリューションを評価し、継続的に改善し
ていく。

多くの日本企業は、これまで、これらの新たに求め
られるようになってきたデジタルスキルを、IT ベン
ダーに外部委託することで補完してきた。しかし、デ
ジタルが単なるツールではなく意思決定の根幹・競
争優位の源泉となっている昨今、経営層を含むデジ
タル人材の「内製化」は必須であり、それ無しでは
経営の優先順位に合わせたデジタル変革は困難に
なる。

2. �アジャイル手法の導入による 
オペレーティングモデルの再構築

アジャイルの根幹は、「反復型サイクル」と呼ばれる
もので、作業をプロセスで分けて端から作っていく
のではなく、大枠を先に作ってしまい、フィードバッ
クを受けながら徐々に中身を作り込んでいくというも
のである( 図表 6)。

一見すると、アジャイルのスピード感や決まりごとの
ない自由なスタイルは、無秩序あるいは管理が不十
分な印象を与える。しかし、実際には、アジャイル
な組織は、標準化された安定したプロセスや体制、
システムで品質や生産性を確保しつつ、柔軟性の高
いダイナミックな能力も備えている。

アジャイルの安定性は、トップダウンでの戦略をアク
ションやタスクに落とし込んでいくことで担保される。
このアプローチは、日本企業が日常的に行っている
方針管理の考え方と類似しており、従来のリーンお
よび TQM( 総合的品質管理 ) の仕組みに基づいてい
る。同様に、プロセスの標準化や反復可能性を重視
するアジャイルのコンセプトも、リーン手法に依ると
ころが大きい。

日本の R&D 組織がアジャイルを取り入れるうえで課
題となるのが組織体制である。アジャイルでは、8～
10人の少人数のクロスファンクショナルチームが、一
定の期間にわたり肩を並べて作業する。作業スピー
ドは速く、見直しの間隔も短い。例えば、ソフトウェ
ア開発では2週間おきにレビューと修正を行う。少な
いレビューゲートで進捗を精査する日本企業のやり
方とは全く異なるアプローチとなる。

アジャイル手法ではリーダー同士の綿密な協働が求
められる。従来 R&D 幹部が行ってきたような緻密な
計画策定やタスクの割り当て・管理は必要とされず、
現場のエンジニアへの権限移譲やコーチング・進行
の妨げとなる課題解決に幹部は尽力すべきである。
伝統的にヒエラルキーが存在する日本のR&D 組織の
場合、リーダーシップのあり方を大きく転換すること
が重要となる。
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サーベイに回答した幹部の中には、ハードウェア開
発にはアジャイル手法は適用できないのではないか
と指摘する人もいた。複雑なハードウェアに携わっ
ているR&Dチームの場合、アジャイル開発が特徴と
する2～4週間単位の工期では十分な成果を出せな
いのではないかと心配する管理者もいる。しかし実
際は、アジャイルを取り入れることで、部品設計の
CADデザイン、技術的実現可能性に関する調査結
果など、より付加価値の高い成果を短期間に得るこ
とが可能となる。ハードウェアエンジニアリングへの
アジャイルの導入は、シミュレーション技術やその他
の仮想テスト・検証の活用など、商品開発プロセス
のデジタル化を進めるための組織的な取り組みの一
環として考えるべきである。

某航空宇宙メーカーは、ハードウェア開発にアジャ
イルを活用した。新型戦闘機開発においてモジュラー
アーキテクチャを適用し、それに合わせて組織を設
計した。これにより各チームの責任の明確化と独立
性を確保するとともに、バーチャルシミュレーターに
投資し、最新の設計オプションに関するフィードバッ
クを短期間で行えるようにした。また、開発チーム
と同じ拠点にテストパイロットを置くことで、エンジ
ニアとパイロットが密に連携をとりフィードバックを
共有できる環境を整えた。これらの取り組みにより、
開発・製造費を従来の半分以下に抑えることがで
きた。

図表 6
アジャイルでは、高速でMVP(実用最小限の製品)開発し、繰り返しテストを実施して
フィードバックを取得し改良を行っていく
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3. �EVP( 従業員への訴求価値 )の再定義
人口動態の変化や、新たなデジタル技術に関する専
門的スキルを有する人材に対する需要の高まりなど、
さまざまな要因により世界各地で人材獲得競争が激
化している。世界トップレベルの人材管理システム
を導入している企業は、人材を資本として捉え、将
来最も大きな価値を創出する50の役職を特定し、人
員を意図的に動かすといった先端的な取り組みを
行っている。そして、データを業績評価、採用、育
成、昇進・昇格に役立てている。

ダイバーシティを尊重した採用が多くの日本企業に
求められているが、終身雇用や年功序列を謳う日本
企業は、仕事の意義、自己成長、支援環境を重視
するミレニアル世代の採用に苦労する傾向が見受け
られる。より魅力的な職場環境を整備するためには、
EVP( 従業員への訴求価値 )を再定義する必要がある。

図表 8では、某大手ソフトウェア企業が、どのように
して自社が求める人材の要望や選好を把握し、それ
に合った EVPを設計したかをまとめている。

日本企業には、伝統的に正式な職務記述書がなく、
キャリアパスや人事評価基準があらかじめ定義され
ていないケースも見受けられる。しかし、イノベー
ションを起こすことができるような優秀な開発人材の
キャリアパスを定義することは極めて重要である。開
発の担当者から経営サイドに移行するためのキャリ
アパス、外部と連携したエコシステム構築に携わる
ためのキャリアパスなど、イノベーション創出に携わ
るハイスキルな開発人材のためのキャリアパスが、多
くの日本企業で定義されていない。魅力的なキャリ
アパスや透明性が高い人事評価の仕組みを整えるこ
とは、ベストタレントの採用と育成において極めて
重要である。

図表 7
従来のヒエラルキー型とアジャイル型の組織では、リーダーに求められる役割が 
大きく異なる

従来のヒエラルキー型とアジャイル型の組織では、リーダーに求められる
役割が大きく異なる

従来型のヒエラルキー組織

官僚的

詳細な指示 組織の壁

トップダウンの 
階層型組織

アジャイル型の有機的な組織

リーダーは、ビジョンの策定、オープンなシステム・
労働環境の整備、スキルやマインドセットの育成
を行う

L

柔軟性の
あるリソース

組織グループの
壁はほとんどない

エンド・ツー・
エンドの権限・
責任のもとに
チームを構築

リーダーは、計画策定、役割分担、進捗管理を
行う
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4. �厳格なパフォーマンス管理の導入
R&D は本質的に不確実性を伴うため、投資効果を
保証することは非常に難しい。しかし、世界のベス
トプラクティス企業はそれを言い訳にせず、厳格な
ポートフォリオ管理を実施している。具体的には、ファ
クトベースでの意思決定を実現するためのデータ整
備と、高頻度のレビュープロセスの導入、部門横断
でのガバナンス体制による進捗・パフォーマンス管
理が求められる。

某消費財メーカーは、新商品開発に競合の2倍の期
間を要していたうえに、R&Dチームは1人で5つ以上
の案件を同時に進めざるを得ない状況にあった。そ
こで同社の幹部は、各商品開発案件にかかる予算と、
投資によって得られるNPV( 正味現在価値 )を検証し
たところ、案件の半数以上のNPVがゼロに近いとい
う衝撃的な結果を得た。案件を即座に中止し資源の
再配分を行った結果、同社は将来性の高いイノベー
ションの種にしっかりと投資できるようになった。

図表 8
大手ソフトウェア企業が作成した従業員価値提案(EVP)大手ソフトウェア企業が作成した従業員価値提案(EVP)

資料: エキスパートインタビュー

弊社のEVP: 
弊社が素晴らしい

職場である理由は?

1. 事業:
創造性、開発、イノベーションの
場の提供

2. 人材:
あらゆる業界のエキスパートと
協働

3. 業務 : 
個々人の喜びや成長に繋がる
業務の 定義・提供

4. 報酬:
十分な報酬の提供

顧客の信頼を勝ち取るために
懸命に働くチーム
イノベーションの創造が高く
評価されるチーム

•

•

タスクではなく、顧客や社会の課題
解決のために取り組む
豊富なメンター・トレーニング
自身が開発した製品に対して
高いオーナーシップを有する

•

•
•

ビジョンを発信し、ステーク
ホルダーに誠実な経営陣
優秀で思いやりがあり、意欲的と
感じられる仲間

•

•

自社株の提供
魅力的な年俸・ボーナス
ダイバーシティに配慮した
福利厚生

•
•
•
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厳格なパフォーマンス管理により、R&D 組織の生産
性を大幅に向上させることができる。某大手自動車
メーカーは、「コスト」、「品質」、「リードタイム」の
観点からすべてのエンジニアリングチームを評価す
るために、7つの KPIを導入した。そして、これらの
指標に基づいてR&D 組織で最もパフォーマンスの高
いチームを特定し分析することで、ベストプラクティ
スを特定した。例えば、プロジェクトに関わるすべて
のエンジニアが集まり一緒に作業するための専用の
作業スペースを設けた。これにより、チームメンバー
間の連携が容易になり、ホワイトボードや壁に掲示
されたプロジェクトの進行表も確認しやすくなった。
もう一つのベストプラクティスとしては、チーム内外
の顧客と密な関係を構築することで、エンジニアは
より明確にプロジェクトのスコープを描けるようになっ
たことが挙げられる。

多くの日本企業に不足しているのは、データの整備・
活用と、データを用いたファクトベースでの意思決
定である。デジタル変革と合わせてポートフォリオ管
理を推進することで、バイアスを排除し的確な判断
を下せるようになり、経営の優先順位に合わせたデ
ジタル変革とリソース配分を行えるようになる。

5. �自前主義の早期脱却によるオープン
エコシステムの構築

イノベーションを加速させるにあたっては、自社の
R&D 部門の組織改革から、補完的な能力を持つ組
織の買収に至るまで、さまざまなオプションが存在
する( 図表 9)。

製薬業界では、新薬の開発段階から外部と協業して
いる企業の成功確率は、単独で取り組む場合の2倍

図表 9
外部環境が大きく変化し不確実な環境においては、外部パートナーシップの活用は
イノベーション創出の鍵となり得る
外部環境が大きく変化し不確実な環境においては、外部パートナーシップの
活用はイノベーション創出の鍵となり得る

1 イノベーション/ R&Dのための機動的な組織・チーム運営
資料: マッキンゼー

イノベーション
戦略の重点

漸進的な機能・
オプション進化

既存事業からの変化度

増強・
コアビジネス

破壊的・
非コアビジネス

M&A/戦略的
パートナーシップ

インキュベーター

外部パートナーシップ
オープンイノベーション・

パートナーシップ・合弁会社・ 
インライセンス

Acquihire
(アクハイヤー、 才能
獲得のための買収)

コーポレート
ベンチャーファンド

促進ツール  
「イノベーション・ 

ガレージ」

マーケット
エクセレンスアイデア

(自社内イノベー
ションエンジン)

アジャイル1

イノベーション

R&D変革
 (アジャイル、迅速な
市場投入、ラピッド
プロトタイピング)

急激な
機会増加
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以上となっている。欧米の製薬会社は、ライセンス
インやアセットの買収といった従来の協業アプロー
チにとどまらず、パートナーを積極的に巻き込んで
独自のイノベーションエコシステムを構築している。 
しかし、日本ではこのような動きはまだそれほど広
がっておらず、海外のライバル企業に比べバイオテ
クノロジー企業にライセンスアウトしている企業は少
ない。

新しい製品やサービスを生み出す効果的な方法の一
つとして「イノベーション・ガレージ」が挙げられる。
デザイン思考やアジャイル思考を取り入れる上で障
壁となりやすい、製品開発における「組織文化」を
短期間で変え成果を実感する上で、イノベーション・
ガレージは非常に有効な手段である。まず、コンセ
プト設計から実際の開発までのエンド・ツー・エン
ドの実験を行えるスペース・設備を用意し、関連す
る部門横断のチームを組成する。ここに、デザイン
思考のコアとなる、エスノグラフィー( 消費者を詳細
に観察することで課題やニーズを特定する手法 )、カ
スタマージャーニーといった開発手法を取り入れ、通
常の開発プロセスでは短期間で得られにくいインプッ
トを取得し、チームの思考の幅を広げると同時に、探
究心を刺激していく。アイデア出し・実験・商品化
のプロセスを部門横断チームで高速で回していくこ
とで、顧客ニーズの捕捉や、外部ステークホルダー
との連携、最先端の技術の導入、短期間でのアイデ
ア創出などの開発の根幹業務を、非常に短いサイク
ルで行うことが可能となる。そして、イノベーション・
ガレージの手法とベネフィットを理解した参加者が、
各々の部門の文化を変えていくインフルエンサーと
なっていく。

例えば日本の某食品メーカーでは、ブランドの定義、
食品形態、包装、フレーバーを含め、新商品を試
作するためにイノベーション・ガレージを立ち上げ
た。同社は、わずか5週間で、エスノグラフィー調
査、ワークショップ、ブランドコンセプト立案、顧客
テストと改良を実施し、5つの新しいブランドコンセ
プトと試作品を生み出すことに成功した。

卓越したR&D 組織を作り上げるためには、開発プロ
セス・組織設計だけでなく、デジタルの活用、人材
の採用・育成をはじめとした、極めて複雑な課題解
決が求められる。

R&D の生産性改革に向けた一丁目一番地は、現時
点での強みと改善領域を客観的かつ詳細に把握する
ことである。企業は、R&D ポートフォリオ策定のた
めの指標管理、開発プロセスの加速に向けたボトル
ネック特定、デジタル・アナリティクスの導入など、
経営に直結するR&Dテーマに対し、自社の立ち位置
を客観的に認識する必要がある。実際、マッキン
ゼーにも客観的な強みと改善領域を特定するための
診断の依頼を数多くいただいている。

多くの日本企業が喫緊の課題と位置づけるR&Dの生
産性改善であるが、自社の改善領域に対して新たな
アプローチを取り込んでいくことでその実現は十分
に可能であるのみならず、本来日本企業が有する強
みを活かしていくことで、市場で優位なポジションを
築くことができるだろう。
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